平成１７年度当初予算編成方針

　本市の平成１５年度決算は、市税が前年度に引き続き大幅な減収となったことなどから、財政の弾力性を示す経常収支比率が１０５．４％となり、平成８年度から８年連続で１００％を超えることとなった。財政調整基金など基金の取崩しと多額の赤字地方債発行によって実質収支の黒字を確保したが、慢性的な赤字体質は依然として改善されていない。主要基金の残高は平成１６年度予算編成後では実質３７億円にまで減少しているが、平成１７年度、１８年度には公債費がピークを迎えその償還に多額の財源が必要とされるため、主要基金はほぼ底を突き、基金頼みの財政運営は限界に達する。

　わが国の経済情勢を見ると、設備投資の増加や企業収益の改善により、生産が持ち直し、景気は全体として上向きとなっているものの、雇用情勢は依然として厳しく、個人所得の回復や地価の安定には至っていない。このような状況の中、国庫補助負担金の改革、地方交付税の改革、税源移譲を含む税源配分の見直しからなる三位一体の改革が平成１６年度から平成１８年度にかけて行われることとなり、地方自治体における構造改革は待ったなしとなっている。

　摂津市行財政改革第３次実施計画では、第１期アクションプランとして、三位一体の改革期間と同じ平成１６年度から平成１８年度にかけて１１３の改革項目を達成することとなっているが、準用再建団体となることを回避するためには、問題を先送りせず、スピードをもって改革に取り組む必要がある。そこで、平成１７年度予算編成方針は、第１期アクションプランの着実な実行と、事務事業評価の活用により、収支の改善を図ることとした。

　第１期アクションプランの期間中は、実質収支赤字転落を目前に控え、これまで以上に厳しい財政状況が続くこととなるが、このような財政状況を克服するため、この３年間職員が一丸となって改革に取り組むことが必須である。

１　基本的事項

　平成１７年度の予算要求は事務事業評価の結果に基づき要求すること。

1 既存の事務事業については、基本的に廃止･縮小の方向で検討することとし、複数の部課で類似の事業を実施している場合は、関係部課間で十分に意見調整を行い、事業を統合するなどにより効率性の向上を図ること。

2 新規事業は不要不急の事業については要求しないこととし、要求のある事業については一件査定とする。

　平成１７年度は、行財政改革第３次実施計画第１期アクションプランに掲げる　１１３の改革項目の着実な実施を確保する要求とすること。　

　当初予算は、その年度の全ての歳入歳出を計上する「総計予算主義」の原則で編成するものである。したがって法令等の改正を含め、見込み得る全ての歳入歳出について関係機関と十分連絡調整して予算計上することとし、年度途中の増額補正措置は、原則として行わないこと。

　財政の健全性、効率性に留意するとともに、国･府･市間の経費の負担区分については法令等に準拠して明確化をはかり、超過負担とならないよう財政秩序の確立に努めること。　

２　歳入に関する事項

　歳入の大半を占める市税収入は、当分の間は減少傾向が続くものと予測される。使用料や手数料などの受益者負担を求めるべき性質の施設については、維持管理に見合う料金としなければ、税収等で補填することとなり、財源不足が一層深刻な状況となる。したがって、使用料等の自主財源の確保を積極的に図り、適正額を計上すること。
　使用料、手数料については受益者負担･利用者負担の原則に基づき、費用対効果の検討を行い、料金改定後３年を経過したものについては適正な料金となるよう改定を行うこと。平成１６年度に改定した使用料、手数料については、通年ベースで改定による増額分を計上すること。

　国府支出金については、三位一体の改革の影響などにより、引き続き廃止、統合、補助基準の変更、補助率の引き下げ等が見込まれるため、漫然と従来の実績を計上することなく、関係機関と連絡を密にし、最新の情報により確実性のある額を計上すること。なお、財務規則第１３条第２項において、国府支出金などの特定収入に財源を求める事業については、その収入を得る見とおしがたった後でなければ支出負担行為をしてはならないとされており、さらに、第３項で、前項の収入が歳入予算に比して減少し、又は減少するおそれがあるときは、歳出予算の当該経費を縮小して執行しなければならないとされているので留意すること。
　市債については、公債費適正化計画を国に提出し、建設事業枠を設定して市債発行額を抑制することとしているため、予算計上にあたっては事前に財政課と協議すること。

３　歳出に関する事項

　平成１７年度の予算要求は事務事業評価の結果に基づき要求すること及び行財政改革第３次実施計画第１期アクションプランの着実な実施を確保する要求とすることを原則とする。また、下記の各項目については、節減努力により前年度以下の金額に押さえること。

　人件費

時間外勤務手当は、総時間数を対前年度比原則３％削減する。

　賃金

過去の実績にとらわれず雇用の必要性について再検討し、繁忙期に限定するなど雇用人数の削減、雇用期間の縮減を図る。

　報償費　

記念品、啓発物品は原則廃止する。

　旅費　

　　人事課所管予算を除き、市が実施または関与する研修や視察は日帰りとする。

定例的な総会や大会で宿泊を要するものは、本市が役員や他市の代表となっていない場合は出席を自粛する。

　食糧費

　　会議賄いは原則廃止する。

　　国府、他市町村の視察等で職員は会食をともにしない。

　印刷製本費

　　白書、年鑑などの各種刊行物は、ホームページ上での掲載を基本とし、印刷については保存用のみとする。

　　ポスター、チラシは庁内印刷、外注を問わず原則廃止する。

発注を部単位で集約するなどして５０万円以下でもできる限り入札を行う。

　修繕料　

　　この３年間は必要最小限にとどめ増加を抑制すること。

　委託料

　　原則として入札により契約すること。特段の理由で随意契約を行う場合は、委託の仕様の見直しや契約単価の引き下げにより契約金額の削減を図ること。
なお、１７年度は長期契約（３年分）の更新時期となるため、新規契約できないか検討すること。

　備品購入費

原則として既存の備品の老朽化による買い替えのみとする。

　建設事業

建設事業については、真にやむを得ないものについてのみ要求する。

(11) 報酬、時間外勤務手当、賃金

人事課査定とする。

(12) OA機器管理事業の新規及び更新

情報政策課のヒアリングを受けること。

なお、機器の更新は５年間のリース終了後２年間使用した後に要求する。

４　特別会計に関する事項

　特別会計の編成にあたっては、一般会計の編成に準じて行う。

　特別会計の運営は｢会計独立の原則｣に立ち、その健全性を保持しつつ事業目的を達成するための合理的管理が必要である。その主体性を失うことなく、いたずらに一般会計からの繰入金に依存することのないよう認識を新たにし、積極的に歳入の確保を図り、健全経営に努めること。

５　平成１７年度経常事業について

　平成１５年度決算において、経常収支比率が８年連続で１００％を超えており、経常経費の節減は喫緊の課題となっている。平成１７年度経常事業については、従来通り枠配当とせず、前年度の範囲内で必要額のヒヤリングを行ったところであるが、今後の一定の経費について削減の指示がある可能性を考慮すること。

　事務事業評価にかかる事業については経常経費のヒヤリングを行っていないので、それぞれの見直しの方針によって政策事業として要求すること。

　ヒヤリングにおける経常経費総額の範囲内において金額の組換えは可能であるが、以下のことを遵守すること。

1 報償費(報酬に準じるもの)、委託料(人件費の要素の強いもの)については、後年度において経費の縮減を図ることが難しいので増額を行わないこと。

2 扶助費については、決算見込額等を精査し必要額を計上すること。この場合年度末において不用額が多額にならないよう精査すること。

3 賃金、旅費等見積もり単価の設定のあるものについては、予算積算資料による単価とする。
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